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様式第７号 

意見公募手続実施結果 

 

１　題名 水戸市町内会・自治会の活動の活性化に関する条例の制定について 

２　案の公表日 　令和６年９月 19 日（意見提出期限：令和６年 10 月 18 日） 

 

（政策等を定める場合） 

３　市民等からの意見数 

　　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　３人　　　　　　　　　９件 

 

４　提出意見及び提出意見を考慮した結果 

 
（1） 郵　　送 　　　　　　　　０人 ０件

 
（2） Ｆ Ａ Ｘ 　　　　　　　　０人 ０件

 
（3） メ ー ル 　　　　　　　　３人 ９件

 
（4） 直接提出 　　　　　　　　０人 ０件

 意見等の概要 市の考え方（対応）

 市の執行機関において町内会・自治会に関

する窓口を設けることを条例の条項によ

って規定するべきである。

水戸市行政組織規則において「地域コミュ

ニティの推進に関すること」の所管が市民

生活課市民活動・消費生活係であることを

規定しております。 

町内会・自治会の対応については，本市の

町内会・自治会を取りまとめしている水戸

市住みよいまちづくり推進協議会と連携

しながら進めております。

 基本理念に，町内会・自治会の活動が（庁

内外部・自治会外部の）諸活動との融和も

目指すことを掲げるべきである。

条例の目的において，「町内会・自治会の

活動の活性化を推進し，もって市民が相互

につながり，支え合いながら，生来にわた

り安全で安心して暮らすことができる地

域社会の実現に寄与する」と定めており，

基本理念に融和の件を記載する必要がな

いと考えております。

 条例における町内会・自治会の定義をする

べきである。 
加えて水戸市が町内会・自治会を把握する

方法も条例に書いた方が良い。

御意見のとおり，町内会・自治会の定義は，

条例に位置付けてまいります。 
町内会・自治会の把握については，水戸市

住みよいまちづくり推進協議会との協働
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 により毎年度実施しており，市の責務で定

める「総合的な施策」の一部であり，個別

の施策に特化した表記は，条例にはそぐわ

ないものと考えております。

 目的，基本理念より「活性化」とあるが，

活性化の基準を教えてほしい。 
また，責務とあるが，それぞれの役割を整

理するべきであるため，役割を教えてほし

い。 
さらに，行政からの依頼業務等について，

地域の必要性に応じて選択できる仕組み

になっているか。

町内会・自治会の活性化について，特に基

準は明示していませんが，町内会・自治会

の加入率の低下に歯止めがかかるととも

に，地域課題の解決に向け，住民同士が主

体的に多様な活動に取り組んでいる状態

のことであります。 
また，条例において責務といった言葉を使

用しておりますが，当該条例の場合，それ

ぞれの主体における役割の意味で使用し

ております。 
さらに，「広報みと」の配布をはじめとし

た行政からの依頼業務等については，各町

内会・自治会に一律でお願いをさせていた

だいております。このたび，「広報みと」

のデジタル化に合わせて，紙媒体の配布を

月２回から１回に見直しを図ったところ

であり，今後も町内会・自治会の負担軽減

策を検討してまいります。

 町内会・自治会の負担軽減について考えを

伺いたい。 
また，市民及び事業者の責務において，経

済的負担はどれくらいか。 
さらに，住みよいまちづくり推進協議会の

透明性の向上のために，水戸市ホームペー

ジに予算，決算を公表してほしい。

町内会・自治会における負担を軽減してい

くことは重要であり，今年度は，「広報み

と」のデジタル化に合わせて，紙媒体の発

行を月２回から１回に見直しを図ったと

ころであります。また，近年の電気代高騰

を踏まえ，防犯灯補助金の引き上げを図っ

たところであります。今後とも，住民の皆

様のご要望を伺うとともに，水戸市住みよ

いまちづくり推進協議会と協議しながら，

町内会・自治会の負担軽減を検討してまい

ります。 
また，市民及び事業者は，現在も各町内

会・自治会において会費等を負担していた

だいておりますが，条例制定後に新たな経

済的負担が発生するものではありません。 
さらに，水戸市住みよいまちづくり推進協
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 議会の予算書及び決算書は，現在ホームペ

ージでは公開しておりませんが，公開につ

いて同協議会と協議をしてまいります。

 目的において，水戸市におけるコミュニテ

ィ活動の「水戸市の独自性・先進性・進取

性」について触れるべきである。 
また，透明性の向上等に向け，水戸市住み

よいまちづくり推進協議会及び各地区会

における事業運営・理事会・役員会に広く

水戸市民がオブザーバーとして参画でき

る仕組みを条例で定めるべきである。 
さらに，広く市民の声に対して聴取できる

仕組みづくりを条例に定めるべきである。

町内会・自治会の活性化や加入促進に関す

る条例は，現時点で全国で 25 自治体のみ

で制定しており，条例を制定すること自体

が水戸市の独自性につながるものと考え

ております。 
また，水戸市住みよいまちづくり推進協議

会及び各地区会の事業運営・理事会・役員

会については，それぞれの団体において参

加者を決定するものであるため，条例への

位置づけはそぐわないものと考えており

ます。 
さらに，市民の意見の聴取については，市

民の責務に既に位置付けております。

 水戸市住みよいまちづくり推進協議会に

対する業務監査や会計監査を行う仕組み

を条例で定めるべきである。 
また，協議会及び地区会が地方自治法第

260 条の２に基づく「認可地縁団体」とし

て法人化を目指すことを条例に定めるべ

きである。

水戸市住みよいまちづくり推進協議会へ

の監査等については，当該条例が町内会・

自治会の活動の活性化に関する条例であ

るため，条例への位置づけはそぐわないも

のと考えております。 
また，水戸市住みよいまちづくり推進協議

会及び地区会が認可地縁団体を目指すこ

とは，それぞれの団体で判断するものであ

るため，条例への位置づけはそぐわないも

のと考えております。

 町内会・自治会の回覧板の仕組みを見直

し，デジタル化を拡充することも条例で明

治するべきである。

町内会・自治会のデジタル化については，

市の責務で定める「総合的な施策」の一部

であり，個別の施策に特化した表記は，条

例にはそぐわないものと考えております。 
なお，町内会・自治会のデジタル化は，「水

戸市コミュニティ推進計画（第４次）」に

位置付けております。

 地方自治法第 10 条・第 260 条の２，水戸

市環境基本条例，水戸市安全なまちづくり

条例等を条例の補足資料集として位置付

けるべきである。

条例の推進に当たっては，関係法令，条例，

計画に留意するとともに，庁内関係各課及

び関係団体との連携を図ってまいります。
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問合せ先　市民協働部市民生活課市民活動・消費生活係 

　　　　　担当　深谷，下田 

　　　　　電話　029-232-9151 内線 2021


